
【様式第1号】

自治体名：磐田市

会計：連結会計 （単位：円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 382,056,583,709   固定負債 157,438,638,139

    有形固定資産 371,845,205,626     地方債等 91,353,882,911

      事業用資産 113,371,807,030     長期未払金 2,033,260

        土地 49,027,870,430     退職手当引当金 11,578,809,741

        立木竹 -     損失補償等引当金 -

        建物 141,790,080,289     その他 54,503,912,227

        建物減価償却累計額 -85,465,926,592   流動負債 14,087,769,372

        工作物 20,127,639,166     １年内償還予定地方債等 9,919,787,927

        工作物減価償却累計額 -12,251,562,431     未払金 2,269,420,418

        船舶 -     未払費用 18,215,739

        船舶減価償却累計額 -     前受金 15,618,069

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 1,354,527,252

        航空機 -     預り金 459,863,087

        航空機減価償却累計額 -     その他 50,336,880

        その他 2,224,449,087 負債合計 171,526,407,511

        その他減価償却累計額 -2,122,448,861 【純資産の部】

        建設仮勘定 41,705,942   固定資産等形成分 391,506,769,388

      インフラ資産 243,582,065,893   余剰分（不足分） -157,590,854,952

        土地 22,071,263,982   他団体出資等分 -875,060,051

        建物 11,656,283,675

        建物減価償却累計額 -3,735,761,141

        工作物 494,329,193,196

        工作物減価償却累計額 -282,137,765,602

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        建設仮勘定 1,398,851,783

      物品 32,296,085,763

      物品減価償却累計額 -17,404,753,060

    無形固定資産 308,288,080

      ソフトウェア 294,944,008

      その他 13,344,072

    投資その他の資産 9,903,090,003

      投資及び出資金 93,996,934

        有価証券 -

        出資金 89,146,934

        その他 4,850,000

      長期延滞債権 616,261,497

      長期貸付金 263,494,875

      基金 7,970,260,114

        減債基金 -

        その他 7,970,260,114

      その他 1,064,446,279

      徴収不能引当金 -105,369,696

  流動資産 22,510,678,187

    現金預金 8,842,762,186

    未収金 4,165,248,890

    短期貸付金 17,699,336

    基金 9,432,486,343

      財政調整基金 9,432,486,343

      減債基金 -

    棚卸資産 78,162,579

    その他 1,826,161

    徴収不能引当金 -27,507,308

  繰延資産 - 純資産合計 233,040,854,385

資産合計 404,567,261,896 負債及び純資産合計 404,567,261,896

連結貸借対照表
（令和4年3月31日現在）



【様式第2号】

自治体名：磐田市

会計：連結会計 （単位：円）

連結行政コスト計算書
自　令和3年4月1日
至　令和4年3月31日

科目 金額

  経常費用 131,723,302,370

    業務費用 67,171,263,754

      人件費 21,653,446,583

        職員給与費 17,195,019,808

        賞与等引当金繰入額 1,345,318,882

        退職手当引当金繰入額 515,538,471

        その他 2,597,569,422

      物件費等 42,719,336,482

        物件費 23,517,154,496

        維持補修費 1,819,071,887

        減価償却費 17,325,854,064

        その他 57,256,035

      その他の業務費用 2,798,480,689

        支払利息 968,719,763

        徴収不能引当金繰入額 69,619,271

        その他 1,760,141,655

    移転費用 64,552,038,616

      補助金等 12,246,214,641

      社会保障給付 52,241,982,257

      その他 63,841,718

  経常収益 22,927,139,865

    使用料及び手数料 20,133,034,124

    その他 2,794,105,741

純経常行政コスト 108,796,162,505

  臨時損失 185,709,715

    災害復旧事業費 -

    資産除売却損 36,149,115

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 149,560,600

  臨時利益 111,114,204

    資産売却益 45,340,865

    その他 65,773,339

純行政コスト 108,870,758,016



【様式第3号】

自治体名：磐田市

会計：連結会計 （単位：円）

固定資産 
等形成分

余剰分 
(不足分)

他団体出資等分

前年度末純資産残高 234,527,204,601 396,162,874,092 -160,767,898,466 -867,771,025

  純行政コスト（△） -108,870,758,016 -108,863,733,005 -7,025,011

  財源 107,269,307,108 107,269,307,108 -

    税収等 61,848,310,645 61,848,310,645 -

    国県等補助金 45,420,996,463 45,420,996,463 -

  本年度差額 -1,601,450,908 -1,594,425,897 -7,025,011

  固定資産等の変動（内部変動） -4,760,601,192 4,760,601,192

    有形固定資産等の増加 13,921,487,454 -13,921,487,454

    有形固定資産等の減少 -19,564,247,537 19,564,247,537

    貸付金・基金等の増加 4,974,937,868 -4,974,937,868

    貸付金・基金等の減少 -4,092,778,977 4,092,778,977

  資産評価差額 -263,387 -263,387

  無償所管換等 98,602,343 98,602,343

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 264,015 -264,015

  比例連結割合変更に伴う差額 17,120,487 6,179,178 10,941,309 -

  その他 -358,751 -21,646 -337,105

  本年度純資産変動額 -1,486,350,216 -4,656,104,704 3,177,043,514 -7,289,026

本年度末純資産残高 233,040,854,385 391,506,769,388 -157,590,854,952 -875,060,051

連結純資産変動計算書
自　令和3年4月1日
至　令和4年3月31日

科目 合計



【様式第4号】

自治体名：磐田市

会計：連結会計 （単位：円）

連結資金収支計算書
自　令和3年4月1日
至　令和4年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 113,872,528,241

    業務費用支出 49,322,606,691

      人件費支出 21,524,303,875

      物件費等支出 25,132,036,531

      支払利息支出 968,719,763

      その他の支出 1,697,546,522

    移転費用支出 64,549,921,550

      補助金等支出 12,246,214,641

      社会保障給付支出 52,241,982,257

      その他の支出 61,724,652

  業務収入 127,161,686,358

    税収等収入 61,124,516,503

    国県等補助金収入 43,064,144,308

    使用料及び手数料収入 20,168,743,689

    その他の収入 2,804,281,858

  臨時支出 115,056,700

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 115,056,700

  臨時収入 60,361,398

業務活動収支 13,234,462,815

【投資活動収支】

  投資活動支出 15,323,546,991

    公共施設等整備費支出 11,071,168,757

    基金積立金支出 3,125,290,284

    投資及び出資金支出 -

    貸付金支出 1,121,488,262

    その他の支出 5,599,688

  投資活動収入 4,656,454,777

    国県等補助金収入 1,257,734,097

    基金取崩収入 2,073,452,038

    貸付金元金回収収入 1,115,463,278

    資産売却収入 68,463,134

    その他の収入 141,342,230

投資活動収支 -10,667,092,214

【財務活動収支】

  財務活動支出 10,307,308,637

    地方債等償還支出 10,236,322,683

    その他の支出 70,985,954

  財務活動収入 10,254,278,633

    地方債等発行収入 10,254,278,633

    その他の収入 -

前年度末歳計外現金残高 224,718,272

本年度歳計外現金増減額 53,442,067

本年度末歳計外現金残高 278,160,339

本年度末現金預金残高 8,842,762,186

財務活動収支 -53,030,004

本年度資金収支額 2,514,340,597

前年度末資金残高 6,039,532,878

比例連結割合変更に伴う差額 10,728,372

本年度末資金残高 8,564,601,847



１．重要な会計方針
(１)有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法
①有形固定資産・・・取得原価
ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。
ア．昭和59年度以前に取得したもの・・・再調達原価
ただし、道路、河川及び水路の敷地においては備忘価額１円としています。

イ．昭和60年度以後に取得したもの
取得原価が判明しているもの・・・取得原価
取得原価が不明なもの・・・・・・再調達原価
ただし、取得価額が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。　

②無形固定資産・・・原則として取得原価
ただし、取得価額が不明なものは、再調達原価としています。

(２)有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法
①満期保有目的有価証券・・・償却原価法（定額法）
②満期保有目的以外の有価証券
ア．市場価格のあるもの・・・会計年度末における市場価格（売却原価は移動平均法により算定）
イ．市場価格のないもの・・・取得原価（又は償却原価法（定額法））

③出資金
ア．市場価格のあるもの・・・会計年度末における市場価格（売却原価は移動平均法により算定）
イ．市場価格のないもの・・・出資金額

(３)棚卸資産の評価基準及び評価方法
貯蔵品・・・先入先出法による原価法（収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法による算定）
ただし、一部の連結対象団体においては、最終仕入原価法によっています。

(４)有形固定資産等の減価償却の方法
①有形固定資産（リース資産を除く）・・・定額法
なお、主な耐用年数は以下のとおりです。
建物 ２年～50年
工作物 ５年～60年
物品 ２年～50年

ただし、水道事業会計の取替資産については、取替法によっています。
また、一部の連結対象団体については定率法によっています。

②無形固定資産（リース資産を除く）・・・定額法
（ソフトウェアについては、庁内における見込利用期間（５年）に基づく定額法によっています。）

③所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が１年以内のリース取引及びリース契約１件あたりのリース料総額が
300万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。）
・・・自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法

(５)引当金の計上基準及び算定方法
①徴収不能引当金
未収金については、過去５年間の平均不能欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。
ただし、一部の連結対象団体においては、法人税法に規定する法定繰入率に基づく繰入限度額によっています。
長期延滞債権については、過去５年間の平均不能欠損率により（又は個別に回収可能性を検討し）、徴収不能見込額を計上しています。
長期貸付金については、過去５年間の平均不能欠損率により（又は個別に回収可能性を検討し）、徴収不能見込額を計上しています。

②退職手当引当金
期末自己都合要支給額を計上しています。
ただし、一部の連結対象団体においては、主として期末における退職給付債務及び年金資産の見込み額に基づき計上しています。

③損失補償等引当金
履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体の財政の健全化に関する法律に規定する将来負担比率の算定に含めた
将来負担額を計上しています。

④賞与等引当金
翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する
部分を計上しています。

(６)リース取引の処理方法
①ファイナンス・リース取引
ア．所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が１年以内のリース取引及びリース料総額が300万円以下のファイナンス・リース取引

を除く）
通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

イ．ア．以外のファイナンス・リース取引
通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

②オペレーティング・リース取引
通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

(７)資金収支計算書における資金の範囲
現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（容易に換金可能であり、かつ、価値変動が僅少なもので、３か月以内に満期が到来する流動性の

高い投資を言います。ただし、一般会計等においては、磐田市資金管理方針において、歳計現金等の保管方法として規定した預金等としています。）
なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んでいます。

(８)消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によっています。
ただし、一部の連結対象団体（会計）については、税抜方式によっています。

(９)連結対象団体（会計）の決算日が一般会計等と異なる場合の処理
決算日と連結決算日の差異が３か月を超えない連結対象団体については、当該連結対象団体の決算を基礎として連結手続を行っていますが、決算日と

連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っています。また、決算日と連結決算日との差異が３か月を超える連結対象団
体（会計）については、仮決算を行っています。

注　記
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２．重要な会計方針の変更等
該当事項なし

３．重要な後発事象
該当事項なし

４．偶発債務
該当事項なし

５．追加情報
(１)連結対象団体（会計）

区分 連結の方法 比例連結割合
国民健康保険事業特別会計 地方公営事業会計 全部連結 ―
介護保険事業特別会計 地方公営事業会計 全部連結 ―
後期高齢者医療事業特別会計 地方公営事業会計 全部連結 ―
駐車場事業特別会計 地方公営事業会計 全部連結 ―
水道事業会計 地方公営企業会計 全部連結 ―
下水道事業会計 地方公営企業会計 全部連結 ―
病院事業会計 地方公営企業会計 全部連結 ―
中遠広域事務組合 一部事務組合・広域連合 比例連結 62.40%
養護老人ホームとよおか管理組合 一部事務組合・広域連合 比例連結 21.34%
中東遠看護専門学校組合 一部事務組合・広域連合 比例連結 38.04%
太田川原野谷川治水水防組合 一部事務組合・広域連合 比例連結 36.60%
静岡地方税滞納整理機構 一部事務組合・広域連合 比例連結 3.39%
静岡県後期高齢者医療広域連合 一部事務組合・広域連合 比例連結 4.19%
磐田市土地開発公社 地方三公社 全部連結 ―
磐田原総合開発株式会社 第三セクター等 全部連結 ―

第三セクター等 全部連結 ―
第三セクター等 全部連結 ―
第三セクター等 全部連結 ―

連結の方法は次のとおりです。
①地方公営事業会計は、すべて全部連結の対象としています。
②地方公営企業会計は、すべて全部連結の対象としています。
③一部事務組合・広域連合は、各構成団体の経費負担割合等に基づき比例連結の対象としています。
④地方三公社は、すべて全部連結の対象としています。
⑤第三セクター等は、出資割合等が50％を超える団体（出資割合等が50％以下であっても業務運営に実質的に主導的な立場を確保している団体を含み
　ます。）は、全部連結の対象としています。また、いずれの地方公共団体にとっても全部連結の対象とならない第三セクター等については、出資割
　合等や活動実績等に応じて、比例連結の対象としています。ただし、出資割合が25％未満であって、損失補償を付している等の重要性がない場合は、
　比例連結の対象としていない場合があります。

(２)出納整理期間
地方自治法第235条の５に基づき出納整理期間が設けられている団体（会計）においては、出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の係数

をもって会計年度末の係数としています。
なお、出納整理期間を設けていない団体（会計）と出納整理期間を設けている団体（会計）との間で、出納整理期間に現金の受払い等があった場合

は、現金の受払い等が終了したものとして調整しています。

団体（会計）名

株式会社とよおか採れたて元気むら
一般財団法人磐田市勤労者福祉サービスセンター

社会福祉法人磐田市社会福祉協議会
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